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1．はじめに

　現代は VUCA の時代と呼ばれており，Volatile, 
Uncertain, Complex, Ambiguous な社会環境の中に
あると言われている．世の中が多面的で多様性に富
んでいることと不確実性は裏腹とも言える．エネル
ギーに関する社会状況も全く同じである．IPCC に
よる報告書において，人間社会が排出した二酸化炭
素が地球温暖化の原因となり，さらに気候変動を引
き起こしていると理解されている．地球温暖化の原
因が化石燃料消費に起因する二酸化炭素排出である
ことはほぼ確実とみなされても，そこから発生する
気候変動など様々な事象には不確実性を伴う．また，
ウクライナ戦争を始め中東地域で発生する紛争は燃
料価格の高騰を引き起こし，燃料輸入に依存する日
本は不確実性に晒されていることを認識する機会と
なった．したがって，様々な不確実性を考慮した上
で，リスクをできるだけ抑える社会的対応策が求め
られている．

2．第7次エネルギー基本計画

　日本は 2050 年カーボンニュートラルを宣言し，
それを実現すべくエネルギー政策を進めている．政
府が策定した第 7 次エネルギー基本計画 1）はその
一つの表れである．カーボンニュートラルを目指す
のであれば二酸化炭素を排出する化石燃料の消費量
はゼロにする他ないと考えられるが，基本計画では
必ずしもそうなっておらず，2040 年の二酸化炭素
削減目標（2013 年比 73％削減）はあるものの，石油・
石炭・天然ガスの利用について言及されている．参
考として発電における再生可能エネルギーの比率が
4 〜 5 割程度，火力発電の比率が 3 〜 4 割程度，原
子力発電が 2 割程度と示されている．
　また，現在のエネルギー消費の 6 割は熱または燃

料である．電力だけがすべて再エネになってもカー
ボンニュートラルにはならない．鉄鋼・化学・セメン
ト産業などのエネルギー多消費業種では脱炭素化が
難しいとされ，CCUS（Carbon Capture,  Utilization 
and Storage） や CDR（Carbon Dioxide Removal）
の活用が述べられている．最終的に排出してしまう
二酸化炭素は排気ガスや大気中から回収することで
帳尻を合わせる考え方である．これは排気ガスや排
水中に含まれる環境負荷を出した後に取り除くエン
ド・オブ・パイプ技術であり，20 世紀の発想のま
まである．
　さて，これでカーボンニュートラルは達成できる
のだろうか．2050 年脱炭素に向かうトランジショ
ン期ではやむを得ない側面があるとはいえ，永遠に
二酸化炭素を回収して貯留し続けることは無理であ
る．安定した状態にはなりえない．最終的には安定
して二酸化炭素を出さない社会の実現がゴールであ
る．すなわち，元々二酸化炭素が発生しないイン・
プロセス技術を目指す必要がある．100％再生可能
エネルギー部会の名称にある通り，最初から再生可
能エネルギーですべて対処することが本質的と考え
られる．これが本部会の基本的スタンスである．

3．再エネ電力は競争力のある電源

　パリ協定の 1.5℃目標を達成するには，脱炭素で
は不十分で CDR を駆使して大気中から二酸化炭素
を除去する必要があるとの研究例もある．地球温暖
化と気候変動による大きなダメージを回避するには
総体として脱炭素に向かうことは世界的に認識され
ている．持続可能なエネルギーを確保しつつ脱炭素
化を同時に達成する現実的な解となるのが再生可能
エネルギーの利用である．核融合の開発も ITER プ
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4．水素も合成燃料も再エネが元

　第 7 次エネルギー基本計画には水素の利用や合成
メタンなどの合成燃料の利用についても言及されて
いる．産業用の高温熱供給の脱炭素化は大きな課題
である．既存の化石燃料を代替する脱炭素燃料とし
て水素や合成燃料が位置づけられている．例えば，
合成メタンは再エネ電力によって水を電気分解した
グリーン水素と排気ガス等から回収された二酸化炭
素から合成されるメタンである．FT 反応によって
合成される自動車用燃料等も同じく，グリーン水素
を使用することが想定されている．
　言い換えれば，グリーン水素を起点とする新しい
エネルギーキャリアは，元をただせば再生可能エネ
ルギーが姿を変えたものに他ならない．水素や合成
燃料は再生可能エネルギーを需要家に届ける役割を
担う媒体である．需要家に応じた使い勝手を提供す
る上で，各種エネルギーキャリアを使い分けること
は十分考えられる．海外で生産されるグリーン水素
を輸入することは，日本の輸入依存度の観点からす
ると現状とあまり差がない点に課題は残るが，化石
燃料の偏在性に比べればリスクは抑えられる可能性
がある．

ロジェクトで進められているが，まだ核融合反応を
確認する段階であり，外部にエネルギーを取り出す
ことはその先である．まだ見ぬ核融合に不確実な期
待を持つより，目の前で実現している再生可能エネ
ルギーの方が確実であることは言うまでもない．
　開発の初期段階ではコストが高いことは当然であ
り，実用化によってコストダウンが進み普及に至る
流れが一般的である．再エネもその枠組みと変わら
ず，日本において固定買取制以降，太陽光発電のコ
ストは急速に低下している．将来的に既存の電源よ
りも発電コストが低くなることが見込まれている．
IRENA のレポート 2）による各種再生可能エネル
ギー発電のコスト動向を図 1 に示す．世界的には太
陽光発電・太陽熱発電・風力発電は大幅に発電コス
トが低下し，バイオマス・地熱・水力を含めて既存
の電源に対して競争力がある技術となっている．サ
ウジアラビアの Sudair 太陽光発電プラント 3）は設
備容量 150 万 kW であり，発電単価は 1.9 円 /kWh（1$
＝ 150 円換算）を達成している．すなわち，再エネ
電力は既存の電源に比べて十分コスト競争力がある
のみならず，二酸化炭素を出さない意味で二重に競
争力を持つ電源とみなせる．

図 1　再生可能エネルギーによる発電コストの低減状況（出所：IRENA 報告書 2））
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再エネ発電と統合化され，全体最適な運用を実現す
る将来像が描けるであろう．IT を駆使したエネル
ギーマネジメント技術の展開が見込まれる．

6．地域に根ざした再エネ

　ここで，再エネをマネジメントするスケールが問
題になる．ZEB は建物レベルでのエネルギーマネジ
メントを実装する．その上の段階が国レベルでは一
足飛び過ぎると考えられる．脱炭素先行地域が選定
され，エネルギーマネジメントにおける地域の役割
が注目されている．外部資本によるメガソーラーの
開発が地域と無関係に行われることが地元住民との
コンフリクトの元になっている現状を考えると，政
策的に地域に明確な役割を持たせることは意義があ
る．地域の再エネ資源は単に電力や熱を生み出すだ
けでなく，災害等の非常時に地域のレジリエンス性
を高め，地域住民の安全・安心を確保する機能も提
供している．地域が持つ固有のリソースとして地域
の再エネを地域がマネジメントすることは合理性が
ある．現段階では地方自治体にその機能はないが，
地域新電力など地元の企業や住民が関与する新しい
主体が生まれつつある 5，6）．新しい再エネの時代に
はそれに即した主体や社会システムができることは
自然な流れである．地域の金融機関が再エネ関連事
業に取り組むことを通じて，地域経済とのつながり
を強める事例も多数出てきている 7）．
　以前，日本でドイツのシュタットベルケ 8）が注
目された．シュタットベルケは地域においてエネル
ギー，上下水，廃棄物，バスや駐車場など，多様な
社会インフラを管理・運営する地域企業である．イ
ンフラを所有する点で日本の地域新電力とは似て非
なるものである．例えば地域の配電網を所有してお
り，シュタットベルケ以外から電力を購入する消費
者からも配電網の使用料が入る仕組みを持ってい
る．コージェネを運転して電力供給と合わせて地域
に熱供給するシュタットベルケが多数あり，効率的
なエネルギー利用を担っている．機能的に似て非な
るものであっても今後の主体形成の観点から参考に
なると考えられる．一つのシュタットベルケが他の
シュタットベルケに投資したり，運用システムを提
供することを通じて経済的な収益を上げるとともに
支援を実現している．これは脱炭素先行地域がその
成果を他の地域に拡散することでドミノを実現する
構想につながる．再エネの時代に地域の再エネ需給
にどのような経済主体がふさわしいのか，今後の探
求が必要と考えられる．

5．省エネ＋再エネ＝脱炭素

　脱炭素の基本的考え方は，まず省エネによってエ
ネルギー負荷を減らし，その後に再エネを供給する
ことにより化石燃料を完全に代替する方法である．
現在の ZEB（Net-Zero Energy Building）の考え方
に似ている．ZEB では化石燃料消費も含まれるが，
その分に相当する再エネ電力を創り出すことによっ
て帳尻を合わせてゼロにする．この化石燃料消費分
を削減あるいは再エネに代替してゼロにできれば，
完全な脱炭素になる．
　再エネ電力の余剰を生み出すことで建物としては
二酸化炭素排出を正味ゼロにできるが，その余剰を
他の誰かが吸収して利用しないと社会全体のゼロが
達成できない．理想的にすべての建物がZEBになっ
たとすると余剰の再エネ電力は行き場がない状態と
なる．これは部分最適な ZEB だけでは社会から見
た全体最適なソリューションにならないことを意味
している．
　この問題は，再エネ電力の余剰を貯めておき，負
荷がある時に放出する蓄エネルギー技術の重要性を
示唆する．蓄電池はまだ高コストであるが，近年電
力系統に接続される蓄電所が建設され始めている．
一方，余っている電力を少しでも利用するために熱
に変換して貯める「カルノーバッテリー 4）」が注目
されている．岩石などを高温に加熱して蓄熱するの
で大型で低コストな蓄エネルギーが可能になると考
えられている．放熱プロセスとしては，蓄熱された
熱から蒸気を作り，蒸気タービンで発電する．熱力
学的には 30％程度しか電力として回収できないが，
余剰をすべて廃棄する（発電出力抑制）よりはまし
との見方ができる．蓄熱した熱を熱のまま使用でき
れば利用効率は 100％近くに改善できる．例えば地
域熱供給の熱源として余剰再エネを利用するシステ
ムにも可能性が考えられる．
　また，大型・低コスト志向ばかりではなく，小型
分散型で蓄電する EV のバッテリー利用も一つの方
策である．EV のバッテリーは自動車として既にあ
る設備なので，追加的なコストは発生しない．空い
ているバッテリーに余剰再エネ電力を蓄電し，走行
時に使用すれば無駄がない上，一般的に余剰電力は
価格が低下するので，EV が負担する電力コストが
安くなると予想される．さらに EV から住宅に電力
を供給する V2H（Vehicle to Home）を追加すれば，
夜間の電力負荷を賄うことも可能になる．EV の普
及が進んだ段階では，町中に分散配置された EV が
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ジリエンスにも貢献が期待される．言い換えれば，
再エネは地域に様々なコベネフィット（便益）をも
たらす存在であり，その観点からの学術的な研究が
求められる．再エネの社会実装は技術的な観点のみ
ならず，社会科学との連携が必須である．再エネが
高コストととらえられる理由には多様なコベネ
フィットの経済効果を定量化する手法が確立されて
いないことがあげられる．再エネの効果は燃料費の
代替だけではない．コベネフィットの見える化は学
術的にも課題と言える．
　再エネリテラシーは，個人や企業の再エネについ
ての理解・受容性を意味する．再エネの導入や利用
は先端的な個人や企業がすることではなく，遍く誰
でもが取り組むことになる．その知識的基盤を作る
ことが重要であり，それぞれの状況に応じて再エネ
を適切に活用する方法を見出す能力を養成すること
が求められる．企業的立場からすると，再エネに関
連する実務的技術を持った人材が必要になる．各種
の再エネを実際に工事するスキル，計画・設計する
スキル，事業性や収益性を評価するスキルなど，多
様なスキルが求められる．筆者が 20 年ほど前にド
イツを視察した時に，現地の職業訓練学校に太陽光
発電パネルや太陽集熱パネルを屋根に取り付ける実
習設備が作られていて，大変驚いた記憶がある．そ
の当時既に実務的能力を教育する仕組みができてい
た．振り返って日本では，再エネを旗印にする大学
の学科・専攻は非常に限られている．本学会は再エ
ネ教育にも役割を持つので，研究開発的な視点だけ
でなく，実務的技術の養成を支援することも視野に
入れることが期待される．

8．おわりに

　冒頭で現代は VUCA の時代であることを述べた．
様々な不確実性がある中で，確実なことは再生可能
エネルギーが既に使える状況にあることである．こ
れまで社会はストックのエネルギー資源に依存して
きた．その代表例が化石燃料である．地球が貯め込
んでいた炭素をエネルギー源として解放したことが
地球温暖化の原因となり気候変動をもたらしてい
る．次の新しい時代はフローのエネルギーである再
生可能エネルギーを活用する時代である．ストック
された燃料はいずれ使い終わるので持続可能ではな
い．一方，フローの再エネ資源は太陽と地球がある
限り持続的に利用可能である．波力や海流などまだ
未開発の再エネ資源もあり，今後の技術開発により
新たに開拓される要素もあるが，太陽光，風力，バ

7．日本太陽エネルギー学会に求められること

　再生可能エネルギーによって 100％需給を賄う社
会を実現することが脱炭素のゴールである．本学会
はこれまで技術開発の観点からのアプローチが中心
であったが，再エネの進展に伴い再エネの社会実装
が進む状況の中で，本学会の役割を再定義すること
が求められている．現在ペロブスカイト太陽光発電
に注目が集まっているように，今後も新しい発電技
術が生まれる可能性がある．既にある技術の高性能
化も含め，技術的なイノベーションを支援すること
は学会の基本的機能として重要である．それに加え
て再エネの実装に伴う社会的課題が生まれてきてお
り，技術開発とは異なる主体を学術面から支援する
ことの重要性が増している．
　これらを踏まえ，図 2 に 100％再エネの時代に向
けた枠組みを示した．一つ目は「技術開発」であり，
二つ目は「社会的仕組み作り」であり，三つ目には

「再エネリテラシー」を位置づけた．技術開発は言
うまでもない．社会的仕組みとは制度・政策・社会
システムであり，エネルギー需給から派生する地域
社会との関わりや経済的効果を意味する．地域が再
エネ資源をマネジメントすることの一つの意義は，
燃料費の対外支払いを減らして地域内のエネルギー
需給にお金を回すことを通じ，地域に経済的波及効
果を確保することである 9）．再エネ資源が豊富な地
域であれば，再エネを販売することによって経済的
収益につなげられる．また，Apple 社に見られるよ
うに脱炭素していない企業は製品供給のサプライ
チェーンに入れない時代が来ると予想される．
100％再エネ地域が実現できれば，地元の企業は脱
炭素化され，外部のサプライチェーンに参加するこ
とができる．前述の通り，再エネの導入は地域のレ

図 2　100% 再エネを実現するための 3 要素
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イオマス，地熱，水力など既に実装が進み利用可能
な技術メニューが出揃っている．また，経済的な競
争力を持った再エネが世界各地に導入されている点
も明らかな強みである．再エネは今使える技術に他
ならない．
　本部会は 100％再生可能エネルギーで賄う社会を
達成することをゴールと考えている．2050 年脱炭
素までのトランジション期は，100％再エネにシフ
トする準備を進める期間と位置づけられる．環境省
REPOS によれば，日本の再エネ電力の供給ポテン
シャルは現在の電力需要と同程度あると推定されて
いる．ただし，日本の各地に需要に見合った再エネ
が分布しているわけではない．東京のような大都市
は再エネで賄いきれない．一方，大都市以外の地域
では再エネによって賄える可能性が十分考えられ
る 10）．地域スケールで再エネによるエネルギー需
給を考えることは，地域の強みを活かしたエネル
ギー的自立性の観点から意味を持つ．地域分散型エ
ネルギーシステムの実現性の点で学術的な知見を与
えると見込まれる．また，既存の電力ネットワーク
システムと地域のエネルギーシステムはどのように
連携するのかも興味深い．
　さらに，技術開発に加えて社会的仕組み作りは大
きな課題である．再エネがもたらすコベネフィット
を定量化できればその便益をマネタイズするビジネ
スモデルができる可能性がある．再エネの多面的価
値が経済化され，地域にフィードバックされること
を通じ，地域の経済や社会の発展に結びつく．地域
にとって再エネ資源を有効活用する仕組みが定着
し，100％再生可能エネルギーで賄う形に近づいて
いくことが期待される．
　本学会が技術発展のみならず，社会的仕組み作り
や再エネリテラシーの向上にも積極的に貢献するこ
とが重要である．そのために社会科学や人文科学も
含めて多様な学術分野を統合し，総合的な観点から
再エネの普及拡大・社会実装を幅広く支援する学術
団体に発展することを期待している．
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